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To Our Shareholders株主の皆様へ

　平素は当社の事業経営に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上
げます。
　当上半期の世界経済は、米国政権による保護主義的な通商政
策により、中国をはじめ新興国経済に下振れ懸念が見られたもの
の、米国経済の内需拡大や堅調な欧州経済を中心に、総じて緩や
かな拡大が続きました。
　また、わが国経済も、堅調な個人消費・設備投資により、景気は
回復基調が持続いたしました。
　当社グループの主力事業分野であります自動車業界におきまし
ては、海外生産は、米国は成長が鈍化したものの、中国およびアセ
アンが好調を維持したことにより、全体としては微増となりました。国
内生産は、軽自動車やスポーツ用多目的車の販売が堅調に推移し
たものの、完成車検査問題や自然災害の影響もあり、前年同期に
比べ減少いたしました。
　このような状況下、当社グループでは、積極的な事業展開により
業績の拡大に取り組んでまいりました結果、連結売上高、各利益と
も前期を上回る業績となりました。
　当社グループは、引き続きグローバルサプライヤーとして、「ファクト
リー＆ファブレス」機能を最大限に活用し、業績の拡大と経営基盤
の強化に取り組んでまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご指導とご鞭
撻を賜りますよう、お願い申し上げます。

2018年12月

代表取締役社長

柴崎　衛
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Consolidated Financial Highlight連結財務ハイライト
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連結親会社株主に帰属する四半期純利益

1株当り配当金
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Sales by Geographical Segment地域別売上高
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日系自動車メーカーの生産が堅調に推移し、また新規受注の増加もあり、
売上高は22億8千4百万円（前年同期比5.6％増）となりました。

自動車メーカーの生産は減少したものの、新規受注の増加および開発
品の販売増加があり、売上高は108億3千6百万円（前年同期比5.6％
増）となりました。

日系自動車メーカーの生産が好調に推移し、また新規受注の増加もあり、
売上高は14億7千7百万円（前年同期比13.3％増）となりました。

日系自動車メーカーの生産はほぼ前年並でしたが、新規受注の増加もあり、
売上高は10億9千6百万円（前年同期比6.4％増）となりました。

メキシコは増加したものの、米国での日系自動車メーカーの生産減少
の影響を受け、また為替の円高影響もあり、米州全体では売上高は40
億9千3百万円（前年同期比5.5％減）となりました。

18年3月期通期 19年3月期中間

54.8%
21.2% 20.7%

11.7%
7.1%

5.2%

54.8%
11.5%
7.5%
5.5%

日本 米州 中国 アセアン 欧州

地域別売上高構成比

日本の売上高日本の売上高

中国の売上高

欧州の売上高

米州の売上高

アセアンの売上高
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Consolidated Financial Statements連結財務諸表の要旨

中間配当金について

1.中間配当金
2.支払い開始日

１株につき23円
2018年12月4日（火）

2018年9月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主
の皆様に対し次のとおり中間配当金をお支払いします。

連結貸借対照表　　　　　　　　　　　　   （単位：百万円）

当第２四半期末
2018年9月30日

前期末
2018年3月31日

資産の部

流動資産 32,492 31,945

固定資産 8,578 8,807

資産合計 41,071 40,752

負債の部

流動負債 10,265 10,648

固定負債 723 810

負債合計 10,988 11,458

純資産の部

株主資本 28,377 27,066

その他の包括利益累計額 1,299 1,814

非支配株主持分 405 413

純資産合計 30,082 29,293

負債純資産合計 41,071 40,752

連結損益計算書　　　　　　　                  （単位：百万円）

当第２四半期累計期間
自 2018年4月 1 日
至 2018年9月30日

前第２四半期累計期間
自 2017年4月 1 日
至 2017年9月30日

売上高 19,787 19,090

売上原価 14,770 14,228

売上総利益 5,017 4,861

販売費及び一般管理費 2,861 2,797

営業利益 2,155 2,064

営業外収益 113 67

営業外費用 49 69

経常利益 2,219 2,062

特別利益 6 1

特別損失 3 9

税金等調整前四半期純利益 2,222 2,054

法人税等 589 625

非支配株主に帰属する
四半期純利益 9 10

親会社株主に帰属する
四半期純利益 1,623 1,418

※  当連結会計年度より、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」を
適用いたしましたので、連結貸借対照表の前期末は遡及適用後の数
値を記載しております。
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Topicsトピックス

オーハシグループの取組み
～市場ニーズに応える製品づくりを目指して～

　自動車業界は、現在、電動化・情

報化・知能化に向けた流れが加速し

ています。

　とりわけ電動化については急速に

進んでおり、2030年にはクリーンエネ

ルギー車が販売台数の過半数を超え

ることが予想されています。

　このような状況を背景に、完成車

メーカー各社が新たなクルマづくりに

取組むなか、我々のビジネスフィールド

である部品領域においても、新たな

ニーズやチャンスが生まれる変革期を

迎えています。

　このような市場環境において、当社グループの開発機能強化策として社長直轄組織「マーケティンググループ」を立ち上

げました。

　この組織は、全ての完成車メーカーとそのグループに対する網羅的な調査活動を通じ、市場の共通ニーズをタイムリーか

つ的確に掴み、当社独自の新商品・新加工技術の開発と商品化に繋げていくことを目的としています。

　グループの活動開始以降、電動化ニーズにおける具体的なテーマも見えてきており、今後このマーケティンググループを

中心として、当社の独自技術・コア技術を生かした新製品の開発を目指してまいります。

【世界の車種別シェアの将来予測】

乗用車販売台数

ディーゼルPHV

ディーゼル車

ガソリン車

ガソリンHV

ガソリンPHV
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CNG/LPG車
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出所：経済産業省「自動車産業戦略2014」
出典 IEA：ETP（Energy Technology Perspectives）2012
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Corporate Data企業情報（2018年9月30日現在）

社 名

本 社

設 立
資 本 金
従 業 員 数
連 結 子 会 社
持分法適用関連会社
主 な 事 業 内 容

株式会社オーハシテクニカ
OHASHI TECHNICA, INC.
〒105-0001　
東京都港区虎ノ門四丁目3番13号
ヒューリック神谷町ビル10階
1953年（昭和28年）３月12日
18億2,567万円
グループ合計 788名
国内２社、海外12社
国内２社
①自動車関連部品等の設計開発・
　製造・販売
②物流業務並びに輸出入業務

株式数及び株主数
発行可能株式総数    64,000,000株
発行済株式総数 16,240,040株
株 主 数 6,102名

個人
40.05%

（6,504,831株）

金融機関
27.50%

（4,467,600株）

その他の国内法人
13.51%

（2,194,808株）

外国人
9.37%

（1,521,801株）

自己名義
8.37%

（1,360,849株）

証券会社
1.17%

（190,151株）

所有者別
株式分布状況

大 株 主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

オ－ハシテクニカ取引先持株会 1,449,600 8.92
株式会社みずほ銀行 743,800 4.58
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 680,800 4.19
日本生命保険相互会社 660,000 4.06
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 538,600 3.31
阿部　泰三 486,600 2.99
久保　雅嗣 472,680 2.91
大橋　玲子 353,700 2.17
明治安田生命保険相互会社 340,000 2.09
株式会社佐賀鉄工所 305,600 1.88代 表 取 締 役 社 長 柴　崎　　　　衛

取 締 役 相 談 役 前　川　　富　義
取 締 役 廣　瀬　　正　也
取 締 役 中　村　　佳　二
取 締 役 古　性　　雅　人
取　締　役（監査等委員） 瀬　口　　悦　雄
社外取締役（監査等委員） 三　好　　　　徹
社外取締役（監査等委員） 新　妻　　幹　夫

執 行 役 員 堀　　　　正　人
執 行 役 員 正　木　　聖　二
執 行 役 員 立　岩　　　　光
執 行 役 員 大　石　　尚　代

（注）当社は自己株式1,360,849株を保有しております。

所有者別株式分布状況

会社概要

取締役

執行役員

株式情報
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〒105-0001　‌‌東京都港区虎ノ門四丁目3番13号‌
ヒューリック神谷町ビル10階

TEL．03-5404-4411（代）
IRに関してのお問い合わせ：ir@ohashi.co.jp

https://www.ohashi.co.jp

〜株主優待の内容〜
おこめ券を進呈株主優待のご案内

100株以上 1枚（1kg）

1,000株以上 3枚（3kg）

10,000株以上 5枚（5kg）

割当基準日 3月末日・9月末日

優待回数 年2回

※3年以上継続保有の株主様に対しては、更に1枚を
追加進呈いたしております。

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月中

基準日
　定時株主総会・期末配当
　中間配当

毎年3月31日
毎年9月30日

株主名簿管理人
 （特別口座管理機関）

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先

 （電話照会先）

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社‌証券代行部

電話‌0120-782-031（フリーダイヤル）

公告方法 下記ホームページに掲載いたします。
https://www.ohashi.co.jp

住所変更、単元未満株式の
買取のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開
設されました株主様は、特別口座の口座管理機
関である三井住友信託銀行株式会社にお申出
ください。

未払配当金の支払いについて 株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式
会社にお申出ください。

配当金計算書について 配当金お支払いの際にご送付しております「配
当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づ
く「支払通知書」を兼ねております。確定申告を
行う際は、その添付資料としてご使用いただく
ことができます。確定申告をなされる株主様は
大切に保管ください。
ただし、株式数比例配分方式をご選択いただい
ている株主様につきましては、源泉徴収税額の
計算は証券会社等にて行われます。確定申告を
行う際の添付資料につきましては、お取引の証
券会社にご確認をお願いします。

　当社では、株主の皆様に感謝の意を示すとともに、長期的なご支援をいた
だけるよう、株主優待を実施しています。
　100株以上保有の全株主様に、保有数に応じた枚数のおこめ
券を年に2回お届けしています。
　また、2008年からは長期保有優遇制度も導入いたして
おり、3年以上継続保有の株主様に対しては、更におこめ
券を1枚（1kg）追加進呈いたしております。

株主メモ


